流山市地域密着型認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
整備・運営事業者募集要領
１　募集の趣旨
流山市では、平成２７年度から平成２９年度までの「流山市高齢者支援計画（高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画）」に基づき介護サービス基盤等の整備を行うため、介護保険法に規定する認知症対応型共同生活介護（以下「グループホーム」という。）の施設整備を進めています。
本募集は、グループホームの整備について、この計画に基づき公平性及び透明性を図るために募集を行い、流山市においてグループホームを整備・運営する事業者を１事業者選定するため、本募集要領を定めるものです。
２　募集する地域密着型サービス事業及び日常生活圏域
募集する地域密着型サービス事業の種類及び対象圏域等については以下の通りです。
（１）募集事業
	サービス種別
	定員数
	箇所
	対象圏域

	認知症対応型共同生活介護(介護予防含む)
	１８名　※
(２ユニット)
	１
	中部、東部の市街化区域


※１ユニット定員９名
（２）整備予定年度
　平成２９年度（平成３０年３月末日まで）
（３）日常生活圏域
　次ページ図１参照
３　応募資格
応募できる事業者は、社会福祉事業に熱意と見識があり、施設建設及び事業運営に必要な資力が十分にあり、長期間継続して安定的にサービスを継続できる次に掲げる者とします。
図１　日常生活圏域
(以下の表は日常生活圏域を表しているのであって、市街化区域を表すものではありません。)
	日常生活圏域
	区域

	北部
(対象圏域外)
	富士見台・小屋・南・北・中野久木・平方・平方村新田・美原1丁目から4丁目・江戸川台東1丁目から4丁目・江戸川台西1丁目から4丁目・東深井・西深井・こうのす台・深井新田・西初石1丁目（73番地を除く）・上新宿新田35～98番地

	中部
（対象圏域）
	東初石1丁目から6丁目・青田・駒木・駒木台・十太夫・美田・若葉台・桐ヶ谷・谷・下花輪・上貝塚・大畔・上新宿・上新宿新田27～34番地・西初石1丁目73番地・西初石2丁目から6丁目

	南部
(対象圏域外)
	大字三輪野山・三輪野山1丁目から5丁目・大字流山・流山・流山1丁目から9丁目・加・加1丁目から6丁目・市野谷・平和台1丁目から5丁目・大字鰭ヶ崎・鰭ヶ崎・木・南流山1丁目から8丁目・西平井

	東部
（対象圏域）
	西松ヶ丘1丁目・松ヶ丘1丁目から6丁目・向小金1丁目から4丁目・前ヶ崎・名都借・宮園1丁目から3丁目・思井・中・芝崎・古間木・前平井・後平井・野々下1丁目から6丁目・長崎1丁目から2丁目


※対象圏域は、日常生活圏域における中部、東部地域内の市街化区域に
限ります。
（１）法人格を有している運営事業者であること。
（２）介護保険法第７８条の２第４項各号（指定地域密着型サービス事
業者の指定に係る欠格事項）及び同法第１１５条の１２第２項各
号（指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に係る欠格事
項）の規定に該当しないこと。
（３）流山市条例で定める下記の基準を満たしていること。
　　　「流山市指定地域密着型サービスに係る事業者の指定に関する基
準並びに事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平
成２５年流山市条例第８号）」及び「流山市指定地域密着型介護予
防サービスに係る事業者の指定に関する基準並びに事業の人員、
設備及び運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に関す
る基準を定める条例（平成２５年流山市条令第９号）」
（４）既存法人及び代表者に市税等の滞納がないこと。
（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に
掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行う法人でないこと。
また、役員等が、同法第２条第６項に掲げる暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者に該当しないこと。
（６）都市計画法、建築基準法、消防法その他の関連する法令等の基準
を満たしていること。
（７） 事業を実施するにあたり、長期的な運営を行うことができること。
（８）事業を実施するにあたり、土地、建物を確実に確保できる見込み
であること。
（９）その他、関係省令・解釈通知・運営基準などの内容を十分に理解・
確認のうえ、申請を行ってください。
４　審査・選定方法について
（１）流山市認知症対応型共同生活介護（グループホーム）整備事業者
選定委員会において、応募書類に基づく書類審査（必要に応じ現
地調査も含む。）及びヒアリング審査を行い、総合的に評価し、事
業者に優先順位を付し、優先順位が最上位の事業者を選定します。
※選定結果は、文書で通知します。選考結果についての電話、文書等に
よる問い合わせには応じないものとします。
※地域密着型サービス事業予定者決定後は、決定した事業者名及び募集
概要を併せて流山市ホームページ上で公表します。
(応募者の申請内容については、公表しません。)
(２)審査の結果、全ての応募事業者について本事業の目的が達成できな
いと判断した場合は、事業予定者該当なしとする場合があります。
(３)審査基準について
　主に次の内容について審査を行います。
①立地について(敷地環境、周辺環境や道路の幅員、交通量、日照、騒音、
隣地の状況など)
②事業運営に関する一般原則について(サービス提供に対する考え方、個
人情報の管理、苦情・相談窓口、安全事故対策、リスクマネジメント、
非常災害対策、衛生管理など)
③サービスの質の向上に向けた取組みについて(職員の育成や研修、自己
研修、外部評価、虐待防止など)
④地域との連携について(地域住民との交流、ボランティア活動、医療機
関との協力体制など)
⑤経営・運営の安定性について(利用料等の妥当性、収支計画の適正、法
人における長期的な経営能力など)
⑥職員体制及び職員の質の向上について(職員配置の考え方、方法など)
⑦施設管理の安全性への配慮及び設備基準について(設備基準、日照等、
施設の安全性への配慮など)
※公平・公正な審査（選定）を担保するため、提出された書類等の裏付
けや疑問点等について、関係機関に照会する等の調査を行う場合があ
りますので、あらかじめ了承願います。
（４）選定の取消し
次の行為を行った場合には、選定された場合であっても、審査結果を取り消すものとします。
①選定委員会の委員に対し、直接、間接を問わず連絡を求め、又は接触
した場合
②審査後、応募書類に虚偽の記載や本要領に関する重大な違反行為等が
判明した場合
５　応募手続きについて
本募集への申込を希望する方は、次により応募申込書類を提出してください。
応募申込書類を提出した方を応募事業者とします。なお、図面及びパンフレット類を除き、書類は原則Ａ４判で作成してください。
（１）応募期間及び提出場所
○日時　平成２８年８月２２日（月）～１０月２０日（木）
各日とも、午前９時～正午、午後１時～午後４時
（土・日曜、祝日は除きます。）
○場所　千葉県流山市平和台１丁目１番地の１
流山市役所　健康福祉部　介護支援課
電話　０４－７１５０－６５３１【課直通】
　Fax　 ０４－７１５９－５０５５
　E-Mail：kaigo@city.nagareyama.chiba.jp　　　
（２）提出方法
事業者は、募集要領により応募申込書類を作成し、申請法人代表者（設立代表者）が直接持参のうえ提出してください（代理人可、但し委任状必要）。担当不在のこともありますので必ず電話予約の上来庁ください。郵送による書類の受付は行いません。
(３)提出書類
①別紙資料「地域密着型サービス等の申請書類一覧及び様式等の説明」
のとおりとします。
②提出書類に必要な様式類については、流山市ホームページよりダウン
ロードしてください。
③契約者同士で原本を保管する必要があるもの(賃貸借契約書等)は、写
しの提出で構いませんが、代表者名で次のような原本証明をしてくだ
さい。
　　　例）原本証明の例

（４）提出部数　　正本１部・副本（写し）１２部
・図面、証明書類などを除き原則日本工業規格のＡ４サイズに統一して
ください。
・表紙には、施設名（仮称）、法人名、提出年月日を記載してください。
・別紙資料の提出書類一覧の順番に整理し、全体に目次を付するととも
に、ページの下・中央に通しのページ番号を付してください。
・添付書類ごとに文字表記のインデックスをつけて、書類の左側に穴を
開け、フラットファイルに綴じてください。
・副本は正本に準じて作成しますが、正本のコピーで差し支えありませ
ん。また、正本がカラーでも副本はモノクロでも可とします。
・写しを提出するものについては、すべて代表者名で原本証明を行って
ください。

[image: image1]
（５）この事業者募集に関する質問は、質問票を用いて、簡潔に質問事項を記入の上、ＦＡＸ又はＥメールにより、次の質問事項受付期間中に介護支援課に提出してください。
【質問事項受付期間】
平成２８年８月２２日（月）から８月３１日（水）午後５時まで
（６）提出書類の届出後に、事業者側の事情によって応募を取下げる場合は、応募辞退届を使用して下さい。
(７)スケジュール
今後のスケジュールについては、次のとおりです。
ただし、市の都合により変更する可能性があることを、あらかじめ了承願います。
	応募期間
	平成２８年８月２２日(月)～１０月２０日（木）

	質問受付期間
	平成２８年８月２２日(月)～８月３１日（水）

	質問回答(市HP)
	平成２８年９月　５日(月)に市HP更新予定

	応募締切
	平成２８年１０月２０日(木)

	運営事業者選定会
（ヒアリング審査）
	平成２８年１０月３１日(月)
平成２８年１１月　１日(火)(予備日)

	選定結果通知
	平成２８年１１月上旬（予定）


(８)応募に当たっての留意点
①本申込みの受付期間終了後は、事業者の都合による計画の変更や書類
の差替えは原則として認めません。市が必要と判断した場合は、追加
資料を求める場合があります。このことを踏まえて、提出日及び提出
時間を考慮してください。
②応募に必要な書類に不足・不備等がある場合は、受付することが出来
ませんので、受付期間最終日の提出は、極力避けてください。
③提出された書類は、理由の如何を問わず返却いたしません。
④応募にかかる費用は、すべて応募事業者の負担とします。
⑤他の応募者の計画の内容に関しての問合せについては、直接又は間接
の如何を問わず、一切応じません。
⑥本応募における用地(建物)権利者又は地域住民等との間の確約書等に
基づき生じた損害賠償請求権等については、応募者の責任に帰する事
項であり、流山市はその責任を負いません。
⑦提出された書類に虚偽の記載等があった場合は、選定後であっても失
格とします。
⑧応募受付後に辞退する場合は、応募辞退届を提出してください。

６　施設開設の条件等
（１）対象区域
中部、東部地域を対象とした市街化区域であり、公共交通機関を利用できる地域、又は交通面等の利便性が確保された地域で、災害（風水害、土砂等）に対する安全性が確保され、施設利用者が安心して生活できる住環境であること。
（２）建設用地の権利関係
建設用地は、事業者が所有していることが望ましいが、所有することが確実に見込まれている場合も可とし、施設運営に必要な広さが確保されること。また、借地の場合は事業の継続性を確保する観点から、建物の耐用年数に相当する長期の賃貸借契約が締結されていること。
※建設予定地に、抵当権等の所有権以外の権利が設定されていないこと。
また、設定されている場合は、確実に解除が可能であるか契約に際し
て抹消されること。
※借地の場合、事業の継続性を保証する賃貸借契約が確実に見込まれる
場合は可とします（地上権又は賃借権を設定し、これを登記すること）。
（３）地元への対応
建設計画が周辺住民に理解されるよう、事前に自治会や地元住民に十分な説明をしてください。
（４）建物・設備等の要件
・建物・設備に関しては公共性を重視し、過度の投資により利用者への
過重負担とならないように配慮するとともに、国の設備運営基準及び
関係法令を遵守してください。
・施設基準は、「流山市指定地域密着型サービスに係る事業者の指定に関
する基準並びに事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例
（平成２５年流山市条例第８号）」及び「流山市指定地域密着型介護予
防サービスに係る事業者の指定に関する基準並びに事業の人員、設備
及び運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を
定める条例（平成２５年流山市条令第９号）」を遵守してください。
・施設内の生活環境や環境保護及び省エネルギ―にも配慮してください。
（５）その他留意点
・設計に際し、市の建設所管等に法令制限等を相談するときは、事業者
が事前に問い合わせし、確認してください。
※上記の諸条件に関らず建設計画地での開発が可能か、必ず宅地課等にご確認ください。（宅地開発事業計画相談書、結果通知書を添付していただきます。）
７　補助金について
補助金については、「流山市地域密着型サービス等施設整備事業補助金交付要綱」により、予算の範囲内において交付します。ただし、本補助金は県からの補助金に基づくため、県の予算の関係で交付されないことも想定されます。資金計画等の策定にあたり、補助金の不交付も念頭におき、十分に対応できる場合に限り応募するようにしてください（市の単独補助金はありません）。
なお、平成２８年度の補助金額は下記のとおりです（平成２９年度の補助金額は下記金額と異なる場合があります）。
〈参考〉平成２７年度千葉県介護施設等整備事業交付金
○地域密着型サービス等整備事業交付金
	施設の種類
	補助単価
	対象経費

	認知症高齢者グループホーム 
	32,000千円/１施設 
	 特別養護老人ホーム等の整備（施設の整備と一体的に整備されるものであって、知事が必要と認めた整備を含む。）に必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の2.6％に相当する額を限度額とする。）。 

 ただし、別の負担（補助）金等において別途補助対象とする費用を除き、工事費又は工事請負費には、これと同等と認められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む。 


※対象経費が補助単価に満たない場合は、対象経費の額となります。 

※補助対象は「運営事業者」です。土地所有者等（運営事業者以外）が建築・改修する場合は補助対象外となります。 

○介護施設等の施設開設準備経費等支援事業交付金 

	施設の種類
	補助単価
	対象経費

	認知症高齢者グループホーム 
	621千円×定員数 
	 特別養護老人ホーム等の円滑な開所の際に必要な需用費、使用料及び賃借料、備品購入費（備品設置に伴う工事請負費を含む）、報酬、給料、職員手当等、共済費、賃金、旅費、役務費、委託料又は工事請負費。 


※対象経費が補助単価に満たない場合は、対象経費の額となります。 

※経費算定の対象期間は、当該施設開設前の６ヶ月間が上限となります。 

○定期借地権設定のための一時金支援事業交付金 

	施設の種類
	補助単価
	対象経費
	交付率

	認知症高齢者グループホーム 
	当該施設等を整備する用地に係る国税局長が定める路線価の

２分の1 

 
	 定期借地権設定に際して授受される一時金であって、借地代の前払いの性格を有するもの（当該一時金の授受により、定期借地権設定期間中の全期間または一部の期間の地代の引下げが行われていると認められるもの）。 
	１／２


※ 対象経費が補助単価に満たない場合は、対象経費の額となります。
※ 補助単価と対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額に、交付率
を乗じて得た額を交付額とする。 

· 保証金として授受される一時金である場合、定期借地権の設定期間が５０年未満の契約に基づき授受される一時金である場合には、交付金の対象としない。
８　問合せ先
千葉県流山市役所　健康福祉部　介護支援課
電　話　０４－７１５０－６５３１【課直通】
ＦＡＸ　０４－７１５９－５０５５
Ｅ－Ｍail ：kaigo@city.nagareyama.chiba.jp
９　その他の留意事項
（１）応募（書類作成等費）に要した費用は、全て応募事業者の負担と
なります。また、不備、不足のある提出書類は受付けできません。
※提出期限後の差し替え及び再提出は認めません。
（２）土地（建物）所有者（権利者）、地域住民、その他関係者との間に
発生したトラブルについて、本市は損害賠償請求や求償、そのほ
か一切の責任を負いません。応募にあたっては、関係者への詳細
な説明と正確な意向を確認してください。
（３）計画予定地が当該施設建設にあたり支障がないかどうか、応募前
に市関係各課に必ず確認してください。
（４）提出された書類の内容について、応募事業者に追加資料等の提出
を求める場合があります。追加資料等を期限までに提出されなか
った場合は、応募を辞退したものとして取扱いますのでご注意く
ださい。また、運営事業者選定会（平成２８年１０月３１日(月)、
１１月１日（火）(予備日)予定（日程等詳細は応募事業者へ通知
致します。））では、ヒアリングを実施します。その際は、提出書
類の内容について答えられる方の出席をお願いします。
（５）提出された書類の著作権は、応募事業者に帰属します。ただし、
市が必要と判断した場合には、書類の内容を無償で使用できるも
のとします。なお、提出された書類は、理由の如何を問わず返却
しません。
（６）提出した書類のうち、個人情報に関する情報については、内容確
認及び審査の目的に限って利用し、第三者への提供は行いません。
ただし、それ以外の部分については、流山市情報公開条例の規定
により、公開の対象となります。
（７）応募後に応募を辞退される場合は、書面にて辞退届を提出してく
ださい。
（８）本募集要領に定めるほか、必要な事項について別途指示する場合
があります。なお、当該指示に従わなかった場合は、応募を辞退
したものとして取扱います。また、応募に際して不正行為を行っ
た場合又は応募書類に虚偽の記載があった場合は、応募を無効
（失格）扱いとします。この場合、要した費用の弁済を本市に求
めることはできません。
この写しは、原本と相違ないことを証明する。


　　　　　　　　　　平成○○年○月○○日


　　株式会社　　△△△


　　代表取締役　□□　□□　実印
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＜提出書類の綴じ方の参考例＞ 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





 





③登記





 





②定款





①申請書





 





左側で閉じる 





文字表記のインデックス 
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標題、サービス名を記載
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